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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
平成22年度第３四半期
連結累計期間

平成23年度第３四半期
連結累計期間

平成22年度

　
(自平成22年４月１日
 至平成22年12月31日)

(自平成23年４月１日
 至平成23年12月31日)

(自平成22年４月１日
 至平成23年３月31日)

経常収益 百万円 84,578 98,156 114,626

経常利益 百万円 12,460 16,608 17,436

四半期純利益 百万円 6,204 8,505 ―――

当期純利益 百万円 ――― ――― 9,292

四半期包括利益 百万円 2,281 11,305 ―――

包括利益 百万円 ――― ――― 2,924

純資産額 百万円 258,938 267,056 259,579

総資産額 百万円 5,309,098 5,395,607 5,309,912

１株当たり
四半期純利益金額

円 17.04 22.75 ―――

１株当たり
当期純利益金額

円 ――― ――― 25.35

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益金額

円 ― 15.13 ―――

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

円 ――― ――― 25.16

自己資本比率 ％ 3.9 3.9 3.9

　

　
平成22年度第３四半期
連結会計期間

平成23年度第３四半期
連結会計期間

　
(自平成22年10月１日
 至平成22年12月31日)

(自平成23年10月１日
 至平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利
益金額(△は１株当たり
四半期純損失金額)

円 4.59 △1.89

　

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　平成22年度第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

３　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結

財務諸表」の「(１株当たり情報)」に記載しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、平成22年度第３四半期連結累計期間については、希薄化効果

を有している潜在株式がないので記載しておりません。

５　自己資本比率は、(期末純資産の部合計－期末少数株主持分)を期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容につい

ては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社十六銀行(E03569)

四半期報告書

 2/26



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ(当行

及び連結子会社)が判断したものであります。
　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、部品供給網の復旧に伴い、生産は回復過程にあるものの、

円高の進行、タイの洪水による影響が水を差すかたちとなりました。

岐阜・愛知両県を中心とする当行の営業基盤におきましても、これまでの生産回復速度がやや鈍化す

る動きがみられました。

このような環境下、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、次のとおりとなりました。

預金につきましては、キャンペーン等の各種営業施策を通じ、低コストかつ長期安定的な資金の調達に

努めますとともに、地域に密着した積極的な営業展開を行い、個人、法人を中心に増強をはかりました。こ

の結果、当第３四半期連結会計期間末の預金残高は、前連結会計年度末比680億45百万円増加し４兆8,176

億32百万円となりました。

貸出金につきましては、地元企業の資金需要や住宅ローンを中心とする個人向け融資に積極的にお応

えするとともに、地方公共団体向け融資の取扱いに努めました。この結果、当第３四半期連結会計期間末

の貸出金残高は、前連結会計年度末比40億17百万円増加し３兆5,682億62百万円となりました。

有価証券につきましては、国債、地方債等の引受、購入のほか、相場環境を注視しつつ、資金の効率的運

用のための債券等の売買を行いました。この結果、当第３四半期連結会計期間末の有価証券残高は、前連

結会計年度末比1,116億71百万円増加し１兆4,122億14百万円となりました。
損益状況では、銀行業におきましては、経常収益は、株式等売却益が増加したことに加え、前第３四半期
連結会計期間末から連結範囲に含めた株式会社岐阜銀行(以下、「岐阜銀行」という。)の経常収益が寄与
したことなどから、前年同期比135億49百万円増加し789億21百万円となりました。経常費用は、与信関係
費用が減少したものの、岐阜銀行を連結範囲に含めた影響などから、前年同期比102億88百万円増加し649
億98百万円となりました。この結果、セグメント利益(経常利益)は前年同期比32億61百万円増加し139億
23百万円となりました。
リース業におきましては、様々な顧客ニーズにお応えし積極的な営業展開をいたしました結果、経常収
益は前年同期比１億40百万円増加し164億93百万円、経常費用は前年同期比４億20百万円減少し149億88
百万円となり、セグメント利益(経常利益)は前年同期比５億61百万円増加し15億５百万円となりました。
クレジットカード業、信用保証業等のその他におきましては、経常収益は前年同期比85百万円減少し39
億93百万円、経常費用は前年同期比４億31百万円減少し27億89百万円となり、セグメント利益(経常利益)
は前年同期比３億46百万円増加し12億４百万円となりました。
この結果、グループ全体での当第３四半期連結累計期間の経常収益は前年同期比135億78百万円増加し
981億56百万円、経常費用は前年同期比94億31百万円増加し815億48百万円となり、経常利益は前年同期比
41億48百万円増加し166億８百万円、四半期純利益は前年同期比23億１百万円増加し85億５百万円となり
ました。
今後におきましても、「第12次中期経営計画～輝かしい明日へのテイクオフ～」(平成23年４月～平成
26年３月)の施策に基づき、岐阜銀行との統合効果の早期発現・最大化をはかり、収益力の増強に向けた
取組みを一層強化してまいります。
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国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は前年同期比6,393百万円増加し51,341百万円、役務取引等
収支は前年同期比123百万円減少し7,165百万円、その他業務収支は前年同期比83百万円減少し3,609百万
円となりました。
国内業務部門につきましては、資金運用収支は前年同期比5,774百万円増加し49,530百万円、役務取引
等収支は前年同期比133百万円減少し6,986百万円、その他業務収支は前年同期比352百万円減少し2,198
百万円となりました。
国際業務部門につきましては、資金運用収支は前年同期比618百万円増加し1,810百万円、役務取引等収
支は前年同期比９百万円増加し178百万円、その他業務収支は前年同期比268百万円増加し1,410百万円と
なりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 43,756 1,192 ― 44,948

当第３四半期連結累計期間 49,530 1,810 ― 51,341

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 49,331 1,519 △38 50,812

当第３四半期連結累計期間 55,354 2,109 △75 57,388

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 5,575 327 △38 5,863

当第３四半期連結累計期間 5,823 298 △75 6,046

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 7,119 169 ― 7,288

当第３四半期連結累計期間 6,986 178 ― 7,165

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結累計期間 10,630 224 ― 10,855

当第３四半期連結累計期間 11,296 241 ― 11,537

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結累計期間 3,511 55 ― 3,566

当第３四半期連結累計期間 4,309 63 ― 4,372

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 2,550 1,142 ― 3,692

当第３四半期連結累計期間 2,198 1,410 ― 3,609

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結累計期間 18,123 1,263 ― 19,386

当第３四半期連結累計期間 17,061 2,011 ― 19,073

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結累計期間 15,572 120 ― 15,693

当第３四半期連結累計期間 14,862 600 ― 15,463

(注) １　「国内業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の円建取引であります。

「国際業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の外貨建取引(含むユーロ円建取引)であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門との間における取引額であります。

３　国内業務部門の資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間７百万円、当第３四半期

連結累計期間13百万円)を控除して表示しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

国内業務部門につきましては、役務取引等収益は前年同期比666百万円増加し11,296百万円となり、役

務取引等費用は前年同期比798百万円増加し4,309百万円となりました。

国際業務部門につきましては、役務取引等収益は前年同期比17百万円増加し241百万円となり、役務取

引等費用は前年同期比８百万円増加し63百万円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 10,630 224 ― 10,855

当第３四半期連結累計期間 11,296 241 ― 11,537

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結累計期間 1,205 ― ― 1,205

当第３四半期連結累計期間 1,206 ― ― 1,206

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 2,827 187 ― 3,014

当第３四半期連結累計期間 3,076 204 ― 3,281

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 1,350 ― ― 1,350

当第３四半期連結累計期間 1,333 ― ― 1,333

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 206 ― ― 206

当第３四半期連結累計期間 293 ― ― 293

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 2 ― ― 2

当第３四半期連結累計期間 21 ― ― 21

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 744 37 ― 782

当第３四半期連結累計期間 849 37 ― 886

　うちクレジット
　カード業務

前第３四半期連結累計期間 1,542 ― ― 1,542

当第３四半期連結累計期間 1,563 ― ― 1,563

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,511 55 ― 3,566

当第３四半期連結累計期間 4,309 63 ― 4,372

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 597 51 ― 649

当第３四半期連結累計期間 654 57 ― 712

(注) １　「国内業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の円建取引であります。

「国際業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の外貨建取引(含むユーロ円建取引)であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門との間における取引額であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 4,676,92535,761 ― 4,712,686

当第３四半期連結会計期間 4,778,36539,266 ― 4,817,632

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 2,127,360 ― ― 2,127,360

当第３四半期連結会計期間 2,256,943 ― ― 2,256,943

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,529,894 ― ― 2,529,894

当第３四半期連結会計期間 2,505,706 ― ― 2,505,706

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 19,670 35,761 ― 55,432

当第３四半期連結会計期間 15,715 39,266 ― 54,981

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 3,600 ― ― 3,600

当第３四半期連結会計期間 500 ― ― 500

総合計
前第３四半期連結会計期間 4,680,52535,761 ― 4,716,286

当第３四半期連結会計期間 4,778,86539,266 ― 4,818,132

(注) １　「国内業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の円建取引であります。

「国際業務部門」とは、当行の国内店及び連結子会社の外貨建取引(含むユーロ円建取引)であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門との間における取引額であります。

３　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

４　定期性預金＝定期預金
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貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)
　

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 3,560,085100.00 3,568,262100.00

製造業 665,662 18.70 680,623 19.07

農業、林業 5,420 0.15 5,768 0.16

漁業 230 0.01 243 0.01

鉱業、採石業、砂利採取業 4,235 0.12 4,109 0.11

建設業 179,090 5.03 172,978 4.85

電気・ガス・熱供給・水道業 23,661 0.66 38,888 1.09

情報通信業 24,544 0.69 23,924 0.67

運輸業、郵便業 97,037 2.73 93,112 2.61

卸売業、小売業 396,660 11.14 386,009 10.82

金融業、保険業 100,683 2.83 101,245 2.84

不動産業、物品賃貸業 496,295 13.94 488,492 13.69

学術研究、専門・技術サービス業 27,073 0.76 25,948 0.73

宿泊業 31,135 0.87 29,810 0.84

飲食業 30,004 0.84 27,788 0.78

生活関連サービス業、娯楽業 75,817 2.13 67,970 1.90

教育、学習支援業 6,342 0.18 7,298 0.20

医療・福祉 95,760 2.69 94,502 2.65

その他のサービス 40,971 1.15 39,249 1.10

地方公共団体 235,621 6.62 232,546 6.52

その他 1,023,83528.76 1,047,74829.36

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

金融機関 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 3,560,085―― 3,568,262――

(注)　「国内」とは、当行及び連結子会社であります。
　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期連結累計期間において、当行グループ(当行及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処
すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動
該当事項はありません。
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(4) 主要な設備
①　新設、売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、次のとおりでありま

す。

　
a　新設等

　

会社名
店舗名
その他

所在地
セグメント
の名称

区分
設備の
内容

土地 建物 動産
リース
資産

合計 従業
員数
(人)面積(㎡) 帳簿価額(百万円)

当行

北方支店
岐阜県
本巣郡
北方町

銀行業
新築
移転

店舗 ― ― 186 28 ― 215 24

守山支店
愛知県
名古屋市
守山区

銀行業 新設 店舗 1,071137 205 27 ― 370 13

  (注)  北方支店および守山支店の完了年月は、平成23年４月であります。

　
b　売却

　

会社名
店舗名
その他

所在地
セグメント
の名称

区分
設備の
内容

前連結会計年度末
帳簿価額(百万円)

完了年月

当行
北方支店
(旧店舗)

岐阜県
本巣郡
北方町

銀行業 売却 土地 20 平成23年12月

　
②　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、売却等について、当第３四半期連結累

計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

　
a　新設等

　

会社名
店舗名
その他

所在地
セグメント
の名称

区分
設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

当行

星が丘支店
愛知県
名古屋市
千種区

銀行業 新設 店舗 90 0自己資金平成23年11月平成24年３月

羽島支店
岐阜県
羽島市

銀行業
新築
移転

店舗 380 ― 自己資金平成24年３月平成24年７月

　
b　売却

　

会社名
店舗名
その他

所在地
セグメント
の名称

区分
設備の
内容

当第３四半期連結会計
期間末帳簿価額(百万円)

完了予定年月

当行
あかなべ
支店
(旧店舗)

岐阜県
岐阜市

銀行業 売却
土地
建物

44 平成24年３月
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 460,000,000

計 460,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 379,241,348同左

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数1,000株

計 379,241,348同左 ――― ―――

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 379,241 ― 36,839,102 ― 27,817,141

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ――― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ――― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式    378,000

――― 単元株式数1,000株

(相互保有株式)
普通株式  5,092,000

――― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

368,767,000
368,767同上

単元未満株式
普通株式

5,004,348
――― ―

発行済株式総数 379,241,348――― ―――

総株主の議決権 ――― 368,767 ―――

(注)　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が25,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が25個含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社十六銀行

岐阜市神田町
８丁目26番地

378,000 ― 378,000 0.09

(相互保有株式)
株式会社岐阜銀行

岐阜市宇佐南
１丁目７番１号

5,092,000 ― 5,092,0001.34

計 ――― 5,470,000 ― 5,470,0001.44

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀

行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自平成23年10月１

日　至平成23年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自平成23年４月１日　至平成23年12月31日)に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

現金預け金 187,948 146,058

コールローン及び買入手形 56,663 79,293

商品有価証券 1,973 3,195

金銭の信託 10,620 10,620

有価証券 ※2
 1,300,543

※2
 1,412,214

貸出金 ※1
 3,564,245

※1
 3,568,262

外国為替 7,179 5,949

リース債権及びリース投資資産 ※1
 41,303

※1
 40,958

その他資産 ※1
 62,507

※1
 57,962

有形固定資産 69,056 68,033

無形固定資産 11,398 11,177

繰延税金資産 15,625 12,143

支払承諾見返 32,419 28,560

貸倒引当金 △51,572 △48,823

資産の部合計 5,309,912 5,395,607

負債の部

預金 4,749,587 4,817,632

譲渡性預金 6,346 500

債券貸借取引受入担保金 70,890 91,532

借用金 71,717 77,228

外国為替 485 830

社債 30,000 30,000

その他負債 65,062 59,580

賞与引当金 1,789 105

役員賞与引当金 70 －

退職給付引当金 9,709 10,508

役員退職慰労引当金 352 406

睡眠預金払戻損失引当金 325 384

偶発損失引当金 1,523 1,568

繰延税金負債 9 956

再評価に係る繰延税金負債 10,042 8,757

支払承諾 32,419 28,560

負債の部合計 5,050,333 5,128,551
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

資本金 36,839 36,839

資本剰余金 27,824 27,817

利益剰余金 118,815 124,747

自己株式 △1,529 △1,511

株主資本合計 181,950 187,892

その他有価証券評価差額金 13,444 13,409

土地再評価差額金 12,549 13,739

その他の包括利益累計額合計 25,993 27,149

少数株主持分 51,635 52,014

純資産の部合計 259,579 267,056

負債及び純資産の部合計 5,309,912 5,395,607
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

経常収益 84,578 98,156

資金運用収益 50,812 57,388

（うち貸出金利息） 40,545 44,619

（うち有価証券利息配当金） 10,086 12,459

役務取引等収益 10,855 11,537

その他業務収益 19,386 19,073

その他経常収益 ※1
 3,524

※1
 10,157

経常費用 72,117 81,548

資金調達費用 5,871 6,060

（うち預金利息） 4,715 4,878

役務取引等費用 3,566 4,372

その他業務費用 15,693 15,463

営業経費 40,836 48,668

その他経常費用 ※2
 6,150

※2
 6,982

経常利益 12,460 16,608

特別利益 16 1,064

固定資産処分益 0 3

負ののれん発生益 － 1,061

償却債権取立益 16 －

特別損失 862 323

固定資産処分損 96 26

減損損失 569 297

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 97 －

段階取得に係る差損 98 －

税金等調整前四半期純利益 11,614 17,349

法人税、住民税及び事業税 724 1,698

法人税等調整額 3,716 5,518

法人税等合計 4,441 7,217

少数株主損益調整前四半期純利益 7,173 10,132

少数株主利益 968 1,626

四半期純利益 6,204 8,505
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7,173 10,132

その他の包括利益 △4,891 1,173

その他有価証券評価差額金 △4,891 △74

土地再評価差額金 － 1,247

四半期包括利益 2,281 11,305

親会社株主に係る四半期包括利益 1,347 9,718

少数株主に係る四半期包括利益 934 1,587
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日)を適用しております。

(法人税率の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法

律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から

法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の39.76％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成

26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については37.18％に、平成27年４月１日に

開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については34.80％となります。この税率変更により、

繰延税金資産は612百万円、繰延税金負債は121百万円、再評価に係る繰延税金負債は1,247百万円減少し、土地再評

価差額金は1,247百万円、その他有価証券評価差額金は1,102百万円、法人税等調整額は1,592百万円増加しており

ます。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

※１　貸出金(求償債権等を含む。)のうち、リスク管理債

権は以下のとおりであります。

      破綻先債権額 10,237百万円

      延滞債権額 114,820百万円

      ３ヵ月以上延滞債権額 603百万円

      貸出条件緩和債権額 13,573百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※１　貸出金(求償債権等を含む。)のうち、リスク管理債

権は以下のとおりであります。

      破綻先債権額 10,035百万円

      延滞債権額 113,579百万円

      ３ヵ月以上延滞債権額 410百万円

      貸出条件緩和債権額 16,987百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商

品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債

務の額は50,381百万円であります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融商

品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債

務の額は47,131百万円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

※１　その他経常収益には、株式等売却益1,612百万円を

含んでおります。

※２　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,779百万

円及び株式等償却1,664百万円を含んでおります。

※１　その他経常収益には、株式等売却益7,765百万円を

含んでおります。

※２　その他経常費用には、株式等売却損2,248百万円及

び株式等償却3,015百万円を含んでおります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

　

減価償却費 4,083百万円

　 　

　

減価償却費 4,350百万円

のれんの償却額 183百万円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,274 3.50平成22年３月31日 平成22年６月28日
その他
利益剰余金

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 1,274 3.50平成22年９月30日 平成22年12月10日
その他
利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当ありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,326 3.50平成23年３月31日 平成23年６月27日
その他
利益剰余金

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 1,326 3.50平成23年９月30日 平成23年12月９日
その他
利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当ありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客に対する
　経常収益

64,99516,14781,1433,43584,578 ― 84,578

　セグメント間の内部
　経常収益

376 205 582 643 1,225△1,225 ―

計 65,37216,35381,7254,07885,804△1,22584,578

セグメント利益 10,662 944 11,606 858 12,465 △4 12,460

(注) １　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務、コン

ピュータ関連業務、信用保証業務等であります。

３　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客に対する
　経常収益

78,55716,28294,8393,31698,156 ― 98,156

　セグメント間の内部
　経常収益

364 210 575 676 1,251△1,251 ―

計 78,92116,49395,4143,99399,408△1,25198,156

セグメント利益 13,9231,50515,4281,20416,632 △24 16,608

(注) １　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務、コン

ピュータ関連業務、信用保証業務等であります。

３　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度

※　連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

　
１　満期保有目的の債券(平成23年３月31日現在)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

債券 49,867 49,929 61

　国債 ― ― ―

　地方債 ― ― ―

　短期社債 ― ― ―

　社債 49,867 49,929 61

その他 ― ― ―

合計 49,867 49,929 61

　
２　その他有価証券(平成23年３月31日現在)

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 77,104 94,301 17,196

債券 995,400 1,005,349 9,949

　国債 553,273 557,868 4,594

　地方債 222,391 225,904 3,512

　短期社債 ― ― ―

　社債 219,735 221,577 1,842

その他 141,659 136,562 △5,097

合計 1,214,164 1,236,213 22,048
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Ⅱ　当第３四半期連結会計期間

※　四半期連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

　
１　満期保有目的の債券(平成23年12月31日現在)

　
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

債券 46,707 46,895 187

　国債 ― ― ―

　地方債 ― ― ―

　短期社債 ― ― ―

　社債 46,707 46,895 187

その他 ― ― ―

合計 46,707 46,895 187

　
２　その他有価証券(平成23年12月31日現在)

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 70,535 75,860 5,324

債券 1,141,652 1,161,552 19,900

　国債 607,510 616,996 9,485

　地方債 291,591 298,735 7,143

　短期社債 ― ― ―

　社債 242,549 245,820 3,271

その他 118,751 114,062 △4,689

合計 1,330,939 1,351,475 20,535

(注)　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復す

る見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額とするとともに、

評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は株式2,875百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための合理的な基準は、第３四半期連結決算日における時価の取得

原価に対する下落率が30％以上の銘柄をすべて著しく下落したと判断しております。
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(デリバティブ取引関係)

Ⅰ　前連結会計年度

　
(1) 金利関連取引(平成23年３月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 7,571 30 30

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ――― 30 30

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いておりま

す。

　
(2) 通貨関連取引(平成23年３月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 182,178 309 309

為替予約 42,832 △204 △204

通貨オプション 358,461 0 2,153

その他 2,550 73 73

　 合計 ――― 178 2,331

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　
(3) 株式関連取引(平成23年３月31日現在)

該当ありません。

　
(4) 債券関連取引(平成23年３月31日現在)

該当ありません。

　
(5) 商品関連取引(平成23年３月31日現在)

該当ありません。

　
(6) クレジットデリバティブ取引(平成23年３月31日現在)

該当ありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結会計期間

　
(1) 金利関連取引(平成23年12月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 4,847 24 24

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ――― 24 24

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いておりま

す。

　
(2) 通貨関連取引(平成23年12月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 144,348 273 273

為替予約 32,417 125 125

通貨オプション 291,406 43 1,582

その他 1,932 57 57

　 合計 ――― 499 2,038

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　
(3) 株式関連取引(平成23年12月31日現在)

該当ありません。

　
(4) 債券関連取引(平成23年12月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

債券先物 2,127 △8 △8

債券先物オプション ― ― ―

店頭
債券店頭オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ――― △8 △8

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　
(5) 商品関連取引(平成23年12月31日現在)

該当ありません。

　
(6) クレジットデリバティブ取引(平成23年12月31日現在)

該当ありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。
　

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 17.04 22.75

 (算定上の基礎) 　 　 　

　四半期純利益 百万円 6,204 8,505

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期純利益 百万円 6,204 8,505

　普通株式の期中平均株式数 千株 364,038 373,770

　 　 　

(2) 潜在株式調整後１株当たり
　　四半期純利益金額

円 ― 15.13

 (算定上の基礎) 　 　 　

　四半期純利益調整額 百万円 ― △2,778

　　うち連結子会社の発行する
　　潜在株式に係る調整

百万円 ― △2,778

　普通株式増加数 千株 ― 4,574

　　うち連結子会社が保有する
　　親会社株式に係る調整

千株 ― 4,574

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

　

株式会社岐阜銀行
第一回第４種優先株式
5,000千株
 
株式会社岐阜銀行
第一回第５種優先株式
30,000千株

―――――

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は、希薄化効果を有している

潜在株式がないので記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当ありません。
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２ 【その他】

中間配当

平成23年11月10日開催の取締役会において、第237期の中間配当につき次のとおり決議し、配当を行って

おります。

(1)中間配当による配当金の総額 1,326百万円

(2)１株当たりの金額 ３円50銭

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成23年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年２月６日

株式会社十六銀行

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　水　　上　　圭　　祐　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　吉　　田　　　　　洋　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　神　　野　　敦　　生　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社十六銀行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社十六銀行及び連結子会社の平成23年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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